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第一部 【企業情報】 

第１ 【企業の概況】 

１ 【主要な経営指標等の推移】 

(注) １．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載し

ておりません。 

２．売上高には、消費税等は含まれておりません。 

３．潜在株式調整後１株当たり四半期(当期)純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりま

せん。 

２ 【事業の内容】 

当第３四半期連結累計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）において営まれている事業の内容

に重要な変更はありません。 

  また、主要な関係会社についても異動はありません。  

回次 
第148期 

第３四半期 
連結累計期間 

第149期 
第３四半期 
連結累計期間 

第148期 

会計期間 
自  平成27年４月１日
至  平成27年12月31日

自  平成28年４月１日 
至  平成28年12月31日 

自  平成27年４月１日
至  平成28年３月31日

売上高 (百万円) 18,767 14,363 26,454 

経常利益又は経常損失(△) (百万円) △36 △576 176 

親会社株主に帰属する当期純利
益又は四半期純損失(△) 

(百万円) △121 △620 66 

四半期包括利益又は包括利益 (百万円) △228 △1,427 △475 

純資産額 (百万円) 7,481 5,806 7,234 

総資産額 (百万円) 31,272 27,688 32,952 

１株当たり当期純利益金額又は
四半期純損失金額(△) 

(円) △1.93 △9.84 1.05 

潜在株式調整後１株当たり 
四半期(当期)純利益金額 

(円) ― ― ― 

自己資本比率 (％) 23.9 21.0 22.0 

回次 
第148期 

第３四半期 
連結会計期間 

第149期 
第３四半期 
連結会計期間 

会計期間 
自  平成27年10月１日
至  平成27年12月31日

自  平成28年10月１日 
至  平成28年12月31日 

１株当たり四半期純利益金額 
又は四半期純損失金額(△) 

(円) 0.47 △4.44 
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第２ 【事業の状況】 

１ 【事業等のリスク】 

当第３四半期連結累計期間において、当四半期報告書に記載した事業の状況、経理の状況等に関する事項のうち、

投資者の判断に重要な影響を及ぼす可能性のある事項の発生又は前事業年度の有価証券報告書に記載した「事業等の

リスク」についての重要な変更はありません。 

２ 【経営上の重要な契約等】 

(1) 当社が技術供与をしている契約 

３ 【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】 

文中の将来に関する事項は、当四半期連結会計期間の末日現在において当社グループが判断したものであります。

 （１）業績の状況 

当第３四半期連結累計期間における我が国経済は、年初からの急激な円高進行に加え、中国経済をはじめとした

アジア新興国経済の減速や米国大統領選挙後の為替相場及び株式市場の不安定化など、企業業績の下振れリスク拡

大もあり、景気の先行きは不透明な状況の中で推移いたしました。 

このような情勢の中、当社グループは中国をはじめとしたアジア諸国や欧米への拡販を図るとともに、生産効率

化や原価低減などの推進に取り組んでまいりました。 

 以上の結果、当社グループの当第３四半期連結累計期間の売上高は、工作機械関連事業部門及び輸送機器事業部

門ともに減少したことにより14,363百万円（前年同期比23.5％減）となりました。損益につきましては、営業損失

は419百万円（前年同期は営業利益263百万円）となり、経常損失は576百万円（前年同期は経常損失36百万円）、親

会社株主に帰属する四半期純損失は620百万円（前年同期は親会社株主に帰属する四半期純損失121百万円）となり

ました。 

セグメントの業績は次のとおりであります。 

工作機械関連事業部門におきましては、今期は大口システム案件がなかったことにより中国向けの売上が大きく

落ち込み、北米等の売上増でこれをカバーしきれなかったことから、売上高は6,661百万円（前年同期比38.6%減）

となり、コストダウン施策及びプロジェクト管理は継続しているものの、システム案件等の採算が想定以上に厳し

く、セグメント損失（営業損失）は694百万円（前年同期はセグメント利益241百万円）となりました。 

輸送機器関連事業部門におきましては、ベトナム現地法人の売上は増加したものの、国内の売上が前年同期に比

べ減少したことにより、売上高は7,648百万円（前年同期比2.3%減）となり、セグメント利益（営業利益）は、ベト

ナム現地法人は順調に推移しており、国内も労務費圧縮に加え、刃具、油、電力量等の変動費コスト管理が徹底さ

れたことにより236百万円（前年同期は営業損失47百万円）となりました。 

その他部門におきましては、不動産賃貸業により売上高は53百万円（前年同期比37.5％減）となり、セグメント

利益（営業利益）は38百万円（前年同期比45.8％減）となりました。 

相手方の名称 国名 契約品目 契約内容 契約期間 

遠州（青島）機床製造有限公司 中国 

EV360Tシリーズ及
びEV450Tシリーズ
立型マシニングセ
ンタ、GE15Vシリー
ズ及びGE30Vシリー
ズ横型マシニング

センタ 

製造に関する技術の供与 
平成28年11月２日から
平成31年11月１日まで 
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 （２）財政状態の分析 

当第３四半期連結会計期間末の資産合計は、前連結会計年度末に比べ5,264百万円減少し、27,688百万円となりま

した。この主な要因はたな卸資産が1,048百万円増加したものの、現金及び預金が2,740百万円、受取手形及び売掛

金が2,794百万円、有形固定資産が666百万円減少したことによるものであります。 

負債合計は、前連結会計年度末に比べ3,836百万円減少し、21,881百万円となりました。この主な要因は電子記録

債務が1,059百万円増加したものの、支払手形及び買掛金が2,180百万円、長期借入金が2,652百万円減少したことに

よるものであります。 

純資産合計は、前連結会計年度末に比べ1,428百万円減少し、5,806百万円となりました。この主な要因は為替換

算調整勘定が933百万円減少し、親会社株主に帰属する四半期純損失620百万円を計上したことによるものでありま

す。この結果、自己資本比率は21.0％となりました。  

 （３）事業上及び財務上の対処すべき課題 

当第３四半期連結累計期間において、当社グループの事業上及び財務上の対処すべき課題に重要な変更及び新た

に生じた課題はありません。 

 （４）研究開発活動 

当第３四半期連結累計期間の研究開発費の総額は148百万円であります。 

なお、当第３四半期連結累計期間において、当社グループの研究開発活動の状況に重要な変更はありません。 
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第３ 【提出会社の状況】 

１ 【株式等の状況】 

(1) 【株式の総数等】 

① 【株式の総数】

② 【発行済株式】

(2) 【新株予約権等の状況】 

 該当事項はありません。 

(3) 【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】 

 該当事項はありません。 

(4) 【ライツプランの内容】 

 該当事項はありません。 

(5) 【発行済株式総数、資本金等の推移】 

種類 発行可能株式総数(株) 

普通株式 150,000,000 

計 150,000,000 

種類 
第３四半期会計期間末 

現在発行数(株) 
(平成28年12月31日) 

提出日現在発行数(株)
(平成29年２月10日) 

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名 

内容 

普通株式 63,534,546 同左 
東京証券取引所 
（市場第一部） 

単元株式数は 
1,000株であります。 

計 63,534,546 同左 ― ― 

年月日 
発行済株式 
総数増減数 

(株) 

発行済株式 
総数残高 
(株) 

資本金増減額
(百万円) 

資本金残高 
(百万円) 

資本準備金 
増減額 
(百万円) 

資本準備金 
残高 

(百万円) 

平成28年10月１日～ 
平成28年12月31日 

― 63,534,546 ― 4,640 ― 1,230 
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(6) 【大株主の状況】 

当四半期会計期間は第３四半期会計期間であるため、記載事項はありません。  

(7) 【議決権の状況】 

当第３四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容が確認できないため、記載

することができないことから、直前の基準日（平成28年９月30日）に基づく株主名簿による記載をしております。 

① 【発行済株式】

(注) １ 「完全議決権株式（その他）」欄の普通株式には、証券保管振替機構名義の株式が1,000株（議決権１個）

含まれております。 

２ 「単元未満株式」欄の普通株式には、当社保有の自己株式251株が含まれております。 

② 【自己株式等】

(注) 当第３四半期末現在の自己株式数は452,618株であります。 

２ 【役員の状況】 

前事業年度の有価証券報告書提出日後、当四半期累計期間において役員の異動はありません。  

平成28年12月31日現在 

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容 

無議決権株式 ― ― ― 

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ― 

議決権制限株式(その他) ― ― ― 

完全議決権株式(自己株式等) 
（自己保有株式） 

普通株式    450,000 
― ― 

完全議決権株式(その他) 普通株式 62,766,000 62,766 ― 

単元未満株式 普通株式    318,546 ― ― 

発行済株式総数 63,534,546 ― ― 

総株主の議決権 ― 62,766 ― 

平成28年12月31日現在 

所有者の氏名 
又は名称 

所有者の住所 
自己名義 
所有株式数 

(株) 

他人名義 
所有株式数 

(株) 

所有株式数 
の合計 
(株) 

発行済株式 
総数に対する
所有株式数 
の割合(％) 

（自己保有株式） 
 エンシュウ株式会社 

静岡県浜松市南区 
高塚町4888番地 

450,000 ― 450,000 0.71 

計 ― 450,000 ― 450,000 0.71 
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第４ 【経理の状況】 

１．四半期連結財務諸表の作成方法について 

当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成19年内閣府令

第64号)に基づいて作成しております。  

２．監査証明について 

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第３四半期連結会計期間(平成28年10月１日から平成

28年12月31日まで)及び第３四半期連結累計期間(平成28年４月１日から平成28年12月31日まで)に係る四半期連結財務

諸表について、仰星監査法人による四半期レビューを受けております。  
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１ 【四半期連結財務諸表】 

(1) 【四半期連結貸借対照表】 

(単位：百万円) 

前連結会計年度 
(平成28年３月31日) 

当第３四半期連結会計期間 
(平成28年12月31日) 

資産の部 

流動資産 

現金及び預金 3,285 544 

受取手形及び売掛金 5,783 ※  2,989 

電子記録債権 1,536 ※  1,574 

商品及び製品 2,923 2,823 

仕掛品 2,487 3,640 

原材料及び貯蔵品 1,262 1,259 

その他 383 343 

貸倒引当金 △59 △43 

流動資産合計 17,603 13,131 

固定資産 

有形固定資産 

建物及び構築物（純額） 2,903 2,778 

機械装置及び運搬具（純額） 4,010 3,491 

土地 7,387 7,387 

その他（純額） 491 467 

有形固定資産合計 14,792 14,125 

無形固定資産 

のれん 15 9 

その他 191 150 

無形固定資産合計 206 160 

投資その他の資産 

その他 380 272 

貸倒引当金 △30 △2 

投資その他の資産合計 350 269 

固定資産合計 15,349 14,556 

  資産合計 32,952 27,688 

負債の部 

流動負債 

支払手形及び買掛金 4,233 2,053 

電子記録債務 ― 1,059 

短期借入金 7,759 8,017 

未払法人税等 66 31 

賞与引当金 347 109 

その他 2,036 2,097 

流動負債合計 14,443 13,367 

固定負債 

長期借入金 5,484 2,831 

役員退職慰労引当金 15 15 

退職給付に係る負債 3,825 3,757 

資産除去債務 223 223 

その他 1,725 1,685 

固定負債合計 11,274 8,513 

負債合計 25,717 21,881 
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(単位：百万円) 

前連結会計年度 
(平成28年３月31日) 

当第３四半期連結会計期間 
(平成28年12月31日) 

純資産の部 

株主資本 

資本金 4,640 4,640 

資本剰余金 1,230 1,230 

利益剰余金 △1,587 △2,208 

自己株式 △66 △66 

株主資本合計 4,216 3,595 

その他の包括利益累計額 

その他有価証券評価差額金 1 2 

土地再評価差額金 3,666 3,666 

為替換算調整勘定 619 △313 

退職給付に係る調整累計額 △1,268 △1,143 

その他の包括利益累計額合計 3,018 2,211 

  純資産合計 7,234 5,806 

負債純資産合計 32,952 27,688 
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(2) 【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】 

【四半期連結損益計算書】 

【第３四半期連結累計期間】 

(単位：百万円) 

前第３四半期連結累計期間 
(自 平成27年４月１日 
至 平成27年12月31日) 

当第３四半期連結累計期間 
(自 平成28年４月１日 
至 平成28年12月31日) 

売上高 18,767 14,363 

売上原価 16,207 12,731 

売上総利益 2,559 1,632 

販売費及び一般管理費 2,296 2,051 

営業利益又は営業損失（△） 263 △419 

営業外収益 

受取利息 8 10 

受取配当金 0 0 

その他 61 45 

営業外収益合計 70 56 

営業外費用 

支払利息 201 185 

為替差損 141 5 

その他 26 21 

営業外費用合計 370 212 

経常損失（△） △36 △576 

特別利益 

固定資産売却益 3 3 

投資有価証券売却益 0 ― 

特別利益合計 3 3 

特別損失 

固定資産廃棄損 2 9 

  特別損失合計 2 9 

税金等調整前四半期純損失（△） △34 △582 

法人税、住民税及び事業税 40 19 

法人税等調整額 46 18 

法人税等合計 86 38 

四半期純損失（△） △121 △620 

非支配株主に帰属する四半期純利益 ― ― 

親会社株主に帰属する四半期純損失（△） △121 △620 
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【四半期連結包括利益計算書】 

【第３四半期連結累計期間】 

(単位：百万円) 

前第３四半期連結累計期間 
(自 平成27年４月１日 
至 平成27年12月31日) 

当第３四半期連結累計期間 
(自 平成28年４月１日 
至 平成28年12月31日) 

四半期純損失（△） △121 △620 

その他の包括利益 

その他有価証券評価差額金 △0 0 

為替換算調整勘定 △129 △933 

退職給付に係る調整額 23 125 

その他の包括利益合計 △106 △807 

四半期包括利益 △228 △1,427 

（内訳） 

親会社株主に係る四半期包括利益 △228 △1,427 

非支配株主に係る四半期包括利益 ― ― 
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【注記事項】 

(追加情報） 

「繰延税金資産の回収可能性に関する適用指針」（企業会計基準適用指針第26号 平成28年３月28日）を第１四半

期連結会計期間から適用しております。 

(四半期連結貸借対照表関係) 

※  四半期連結会計期間末日満期手形等の会計処理については、手形交換日等をもって決済処理しております。な

お、当第３四半期連結会計期間末日が金融機関の休日であったため、次の四半期連結会計期間末日満期手形等が、

四半期連結会計期間末残高に含まれております。 

(四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係) 

当第３四半期連結累計期間に係る四半期連結キャッシュ・フロー計算書は作成しておりません。なお、第３四半

期連結累計期間に係る減価償却費(のれんを除く無形固定資産に係る償却費を含む。)及びのれんの償却額は、次の

とおりであります。 

前連結会計年度 
(平成28年３月31日) 

当第３四半期連結会計期間 
(平成28年12月31日) 

受取手形 ― 5百万円 

電子記録債権 ― 1百万円 

前第３四半期連結累計期間 
(自  平成27年４月１日 
至  平成27年12月31日) 

当第３四半期連結累計期間 
(自  平成28年４月１日 
至  平成28年12月31日) 

減価償却費 880百万円 792百万円 

のれんの償却額 3 〃 2 〃 
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(株主資本等関係) 

  前第３四半期連結累計期間(自  平成27年４月１日  至  平成27年12月31日) 

１．配当金支払額 

該当事項はありません。 

２．基準日が当第３四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第３四半期連結会計期間の末

日後となるもの 

該当事項はありません。 

  当第３四半期連結累計期間(自  平成28年４月１日  至  平成28年12月31日) 

１．配当金支払額 

該当事項はありません。 

２．基準日が当第３四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第３四半期連結会計期間の末

日後となるもの 

該当事項はありません。 

(デリバティブ取引関係) 

デリバティブ取引は、将来の為替変動によるリスク回避を目的とした為替予約取引であり、投機目的のデリバテ

ィブ取引は行っておりません。 

前連結会計年度末（平成28年３月31日） 

(注) 時価については、取引先金融機関から提示された価格を使用しております。 

当第３四半期連結会計期間末（平成28年12月31日） 

(注) 時価については、取引先金融機関から提示された価格を使用しております。 

対象物の種類 取引の種類 契約額等(百万円) 時価(百万円) 評価損益(百万円) 

通貨 為替予約取引 

売建 

米ドル 3,216 △10 △10 

ユーロ 914 △1 △1 

タイバーツ 16 △0 △0 

中国元 236 △1 △1 

対象物の種類 取引の種類 契約額等(百万円) 時価(百万円) 評価損益(百万円) 

通貨 為替予約取引 

売建 

米ドル 2,893 △375 △375 

ユーロ 870 △71 △71 

タイバーツ 27 △2 △2 

中国元 116 △9 △9 
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(セグメント情報等) 

【セグメント情報】 

Ⅰ  前第３四半期連結累計期間(自  平成27年４月１日  至  平成27年12月31日) 

報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報 

（注）１ 「その他」の区分は報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、不動産賃貸事業であります。 

２ セグメント利益又は損失の調整額△０百万円は、セグメント間取引消去であります。 

３ セグメント利益又は損失は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。 

Ⅱ  当第３四半期連結累計期間(自  平成28年４月１日  至  平成28年12月31日) 

報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報 

（注）１ 「その他」の区分は報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、不動産賃貸事業であります。 

２ セグメント利益又は損失は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。 

(単位：百万円) 

報告セグメント 
その他 
(注)1 

合計 
調整額 
(注)2 

四半期連結
損益計算書
計上額 
(注)3 

工作機械 
関連事業 

輸送機器 
関連事業 

計 

売上高 

  外部顧客への売上高 10,855 7,826 18,682 85 18,767 ― 18,767 

  セグメント間の内部売上高 
  又は振替高 

18 ― 18 ― 18 △18 ― 

計 10,874 7,826 18,701 85 18,786 △18 18,767 

セグメント利益又は損失(△) 241 △47 193 70 264 △0 263 

(単位：百万円) 

報告セグメント 
その他 
(注)1 

合計 
調整額 
(注)2 

四半期連結
損益計算書
計上額 
(注)3 

工作機械 
関連事業 

輸送機器 
関連事業 

計 

売上高 

  外部顧客への売上高 6,661 7,648 14,310 53 14,363 ― 14,363 

  セグメント間の内部売上高 
  又は振替高 

42 ― 42 ― 42 △42 ― 

計 6,704 7,648 14,353 53 14,406 △42 14,363 

セグメント利益又は損失(△) △694 236 △457 38 △419 ― △419 
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(１株当たり情報) 

１株当たり四半期純損失金額及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

（注）潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。 

(重要な後発事象) 

該当事項はありません。 

項目 
前第３四半期連結累計期間 
(自  平成27年４月１日 
至  平成27年12月31日) 

当第３四半期連結累計期間
(自  平成28年４月１日 
至  平成28年12月31日) 

１株当たり四半期純損失金額(△) △1円93銭 △9円84銭 

(算定上の基礎) 

親会社株主に帰属する四半期純損失金額(△)(百万円) △121 △620 

普通株主に帰属しない金額(百万円) ― ― 

普通株式に係る親会社株主に帰属する 
四半期純損失金額(△)(百万円) 

△121 △620 

普通株式の期中平均株式数(株) 63,094,266 63,084,476 

― 15 ―



２ 【その他】 

該当事項はありません。 
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】 

該当事項はありません。 
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独立監査人の四半期レビュー報告書  

平成29年２月８日

エンシュウ株式会社 

取締役会  御中 

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられているエンシュウ株式

会社の平成28年４月１日から平成29年３月31日までの連結会計年度の第３四半期連結会計期間（平成28年10月１日から

平成28年12月31日まで）及び第３四半期連結累計期間（平成28年４月１日から平成28年12月31日まで）に係る四半期連

結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、四半期連結包括利益計算書及び注記について

四半期レビューを行った。 

四半期連結財務諸表に対する経営者の責任 

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して四半期連結

財務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期連結財務諸

表を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。 

監査人の責任 

当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期連結財務諸表に対す

る結論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準

拠して四半期レビューを行った。 

四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質

問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と

認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。 

当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。 

監査人の結論 

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認

められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、エンシュウ株式会社及び連結子会社の平成28年12月31日現在の財

政状態及び同日をもって終了する第３四半期連結累計期間の経営成績を適正に表示していないと信じさせる事項がすべ

ての重要な点において認められなかった。 

利害関係 

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以  上 

仰 星 監 査 法 人 

代表社員 
業務執行社員 

公認会計士    柴 田 和 範    ㊞ 

業務執行社員 公認会計士 小 出 修 平 ㊞ 

業務執行社員 公認会計士 元 雄 幸 人 ㊞ 

(注) １. 上記は四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期報

告書提出会社）が別途保管しております。 

２. XBRLデータは四半期レビューの対象には含まれていません。



【表紙】 

【提出書類】 確認書 

【根拠条文】 金融商品取引法第24条の４の８第１項 

【提出先】 東海財務局長 

【提出日】 平成29年２月10日 

【会社名】 エンシュウ株式会社 

【英訳名】 ENSHU Limited 

【代表者の役職氏名】 代表取締役社長 社長執行役員 土 屋 隆 史 

【最高財務責任者の役職氏名】 ― 

【本店の所在の場所】 静岡県浜松市南区高塚町4888番地 

【縦覧に供する場所】 株式会社東京証券取引所 

(東京都中央区日本橋兜町２番１号) 



１ 【四半期報告書の記載内容の適正性に関する事項】 

当社代表取締役社長 社長執行役員 土屋隆史は、当社の第149期第３四半期（自  平成28年10月１日  至  平成28年

12月31日）の四半期報告書の記載内容が金融商品取引法令に基づき適正に記載されていることを確認いたしました。 

２ 【特記事項】 

確認に当たり、特記すべき事項はありません。 




